
「平成30年度 予算要望」を、市長に提出！ 

 

11月21日(火)、平成30年度の予算編成に当たり、15部局に対して 156項目にわ

たる 予算要望書を末松市長に手渡しました。 
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安心して暮らせる「住みよいまち」を目指して 

鈴鹿市予算要望   

 

先日（平成29年11月15日）、内閣府が発表した平成29年7～9月期の国内総生産（GDP）の

速報値は、物価変動の影響を除いた実質で前期比0.3%増、年率換算で1.4％増となり、7期

連続プラス成長となりました。 

 

平成29年9月の有効求人倍率は前月と同水準の1.52倍、正社員有効求人倍率も1.02倍とな

り、自公連立政権が、最優先で取り組んできた経済対策は、着実に結果として数字に表れ

てきております。 

 

国民生活調査に於いても、現在の生活に「満足」と「ほぼ満足」と答えた人が約74％と、

これも調査以来最高を記録しました。 

 

しかし、未だに景気の回復を実感できない人たちがいるのも事実であり、特に地方・中

小規模事業者に於いては、景気回復の恩恵が及んでいないこともあり、本市に於いても税

収の大幅な伸びは期待できない状況に変わりはありません。 

 

 リーマンショック以降、厳しい財政状況が続く中、平成28年度決算に於ける財政健全化

への取組みは、「地方財政健全化法」に基づく「健全化判断比率」において「実質赤字比

率」、「連結実質赤字比率」ともに赤字額が無く、「実質公債費比率」も5.1％で基準とさ

れる25%を下回り、平成27年度の6.1%から更に改善が進んでおり、財政健全化に努めている

ことを評価致します。 

 

 今後、少子高齢化、人口減少社会の進展に伴い、本市に於いても、生産年齢人口の減少

等による税収の減少、社会保障費の増大、老朽化した公共施設・インフラの維持管理に多

額の費用が掛かることから、業務の効率化、事業の見直し、予算の適正配分が重要であり

ます。 

 

 その上で、一律に予算の削減のみを目指すのではなく、税外収入の確保、健康寿命を延

ばし医療費等を抑制するための施策、いきいきと健康に暮らすための高齢者の外出支援、

鈴鹿の未来を担う子どもたちの教育に掛かる予算等には、重点的に配分を進める必要があ

ります。 

 

限られた財源で資産を有効活用し、「鈴鹿に住んでよかった」と市民が実感できるまち

すずか、安心して暮らせる「住みよいまち」すずかを目指して、予算の有効活用、重点配

分を考え、昨年度に引き続き、鈴鹿市議会公明党として、平成30年度予算に対する要望を

まとめました。 



 

  ＜危機管理部＞ 

 

・防災 

1. 災害時要援護者リストの充実を図り、地域と連携して要援護者情報を共有し、避難及び

安否確認が的確にできる体制を整備すること。 

2. 避難所の階段やトイレに手すりを設けるなどバリアフリー化を進めること。 

3. 障がい者が安心して避難生活ができるための福祉避難所の充実を図ること。 

4. ペットが同伴できる避難所の確保に努めること。 

5. 女性や幅広い年代層の視点を生かした防災対策を進めるとともに、女性や子供などが安

心して生活できる避難所の整備を行うこと。 

6. 各々の実態に即した地域毎の避難所運営マニュアル及び、災害の種類に応じた避難計画

を全ての地域で策定し、住民参加型で地域の実態に即した訓練を定期的に実施するこ

と。 

7. 津波避難ビルの指定に当たっては、指定基準を充分に検討したうえ、なお一層の拡大を

図ること。また、津波避難ビルの指定確保が困難な地域については、早急に津波避難

タワー等の設置を進めること。 

8. 土砂災害等の危険が予測される地域の避難所については、早急に対策を進めること。 

9. 外国人や障がいのある人に対して災害情報や避難所の位置などの情報を伝えるため、外

国語表記、やさしい日本語表記等、情報のバリアフリー化を進めること。 

10. 大規模地震に備え木造住宅の耐震改修助成については、補助率、補助限度額の一層の拡

充について検討すること。  

 

・交通安全 

1. 横断歩道や停止線、センターラインなど道路標示が薄れているところについては、特に 

事故の多い危険箇所や通学路を早期に改修すること。  

2. 通学路の点検を子ども目線で定期的に行い、危険箇所については早急に対策を行うこと。 

3. 通学路を含めた生活道路の集積地を、最高速度 30ｋｍ/ｈの区域規制にする「ゾーン 30」

の導入を進めること。 

4. 通学路については、児童の安全な通行を確保するために点検を実施し、歩道のカラー舗

装化など、さらなる整備促進を図ること。 

5. 子どもや高齢者の自転車事故対策を進めること。 

6. 高齢者の自動車事故を未然に防ぐため、免許返納による移動手段確保の支援策を検討す

ること。 

 

 



 

＜政策経営部＞ 

 

1. 公共施設マネジメントの推進体制を拡充し、将来における公共施設のあり方を市民に具

体的に示すとともに、維持更新などの予算を含めた公共施設の一元管理を進めること。

市民の利便性を考慮した公共施設の再編・複合施設化などの計画を具体的に検討するこ

と。 

2. 公共施設の管理・運営にあたっては、市民サービスの向上と一層の効率化を図るため、

指定管理者制度の充実を図り、その選定については透明性・競争性を確保すること。 

3. 国に対して、補助金の増額や整備促進について財源を確保できる制度の導入を強く働き

かけること。 

4. ふるさと応援寄付金を地域経済の活性化に繋げるとともに、更なる広報に努めること。 

5. あらゆる媒体、機会を活用して、市の魅力を発信し、効果的なシティセールスを行うこ

と。市の魅力をアピールする情報を、ふるさと応援大使へ定期的に提供し、情報発信を

積極的に行うよう協力を依頼すること。 

6. 経費の削減、業務の民間への委託などを進め、効率的な経営と財政の健全化に努めるこ

と。 

7. 税外収入を確保するため、市が所有するインフラを最大限有効活用すること。 

8. 学校施設整備費は公共施設マネジメントに基づき一定額を確保した上で、予算総額に占

める教育予算の比率を高めること。 

9. 教育におけるＩＣＴ化推進のための予算を確保すること。 

10. メルモニあんしんメールの内容を充実させて、登録者数を増やすよう努めること。 

11. テレビ・ラジオ等の広報媒体については、費用対効果を確認して、削減・廃止を含めた

見直しを図ること。 

12. 公共施設のユニバーサルデザインを推進するための予算を拡充すること。 

 

 

＜総務部＞ 

 

1. 職員研修の充実を図り、職員自身の倫理モラル及び、市民サービスの向上に一層

努めること。また、職員の専門性を高めるため、短期での異動を抑制して、公募

による職員のやる気の発揚を図ること。 

2. 本庁舎内での広告掲示や公用車への広告掲載などによる自主財源確保及び、庁舎

内における経費削減に努めること。 

3. ワークライフバランス及び、職員の健康管理のため、適正な人員配置、業務の効

率化、ワークシェア等による時間外勤務の削減を計画的に行うこと。 

4. 庁舎内の案内掲示など、外国語表記、やさしい日本語表記、大きな文字等で、誰



にで  もわかりやすい表示による情報のバリアフリー化を進めること。 

5. 受付カウンターでの個人情報保護のため、仕切りを整備すること。 

6. 庁舎の営繕管理部門を公共施設マネジメント部署に移行し、予算を含め一元管理

すること。 

 

 

＜地域振興部＞ 

 

1. 市民サービスの向上と業務の効率化を図り、市民窓口の民間委託を推進すること。 

2. 各地域の実情に応じて活用できる「地域づくり一括交付金」の導入については、公平

性を確保し、実効性のある使い勝手のよい制度とすること。 

3. マイナンバー制度の活用による市民サービスの向上を図るとともに、付加価値を活用

した施策により、マイナンバーカードの普及に努めること。また、個人情報保護対策に

万全を尽くすこと。 

4.まちづくり協議会設立を全面的にバックアップする体制を整えるとともに、職員が積極

的に関わること。 

 

 

＜健康福祉部＞ 

 

・健康・医療 

1. 救急医療体制の強化充実のため「かかりつけ医」制度の普及推進に取り組む 

こと。                  

2. 自殺との関連が深いうつ病対策については、県と連携して「認知行動療法」 

の普及啓発及び認知行動療法ディケアの実施をすること。 

3. 子宮頸がん・乳がんを始めとするがん検診受診率強化策と共に、市民への啓発に努

めること。 

4. 各種がん検診の受診率向上のため、夜間・休日の検診体制を拡充すること。 

胃がん検診の内視鏡検査希望者全員に沿える体制に取り組むこと。 

5. 男性特有のがんである前立腺がんのがん検診無料クーポンを始めること。 

6．がん終末期医療を含めた、在宅医療・在宅療養支援体制の構築を図ること。 

7. 高齢者及び、乳幼児に対するノロウィルスワクチン接種費助成を検討すること。 

8. 妊産婦の歯科検査の充実を図ること。 

9. 特定不妊治療・一般不妊治療費の助成は、一律の助成期間ではなく、個別にさらなる

拡充を図ること。 

10. 妊娠はするが出産に至らない「不育症」についての啓発を進めるとともに、不育症

治療費の助成を行うこと。 

11. 男性不妊治療費の助成を行うこと。 



12.市民の健康維持のため、健康マイレージを実効性のあるものとして制度化すること。 

13.健康マイレージや、健康情報などにマイナンバーを積極的に活用すること。 

・高齢者福祉 

1. 高齢者が安心して暮らせる住まいを選択できるよう施設整備と在宅介護の支援充

実を図ること。 

2. 高齢化で医療を必要とする高齢者の増加から急性期から回復期を経て自宅に戻る

まで、切れ目のない医療を受ける事ができる安心の在宅医療の体制づくりに取り組む

こと。 

3. 各地域で徒歩圏内に高齢者の居場所づくりを推進すること。 

4. 認知症チェッカーの広報に努め、モバイル対応アプリを導入するとともに、早期発

見・早期対応を行う体制を実現すること。 

 

・障がい児・障がい者福祉 

1. 相談支援体制の強化と情報提供、相談機能の拡充を図ること。 

2. 障がい者が住み慣れた地域社会で生活が続けられるよう、ホームヘルプサービス、

ショートステイの充実を図ること。 

3. 障がい者が地域で自立した生活を営むことが出来るよう就労支援策の強化充実に

努めること。市役所に一般就労に向けた訓練の場として、知的・精神障がい者のワ

ークステーションを設置すること。 

4．「国等による障がい者就労施設からの物品等の推進等に関する法律」の制定を踏ま

え、授産製品等の調達を更に進めること。 

5．中途視覚障がい者対策・聴覚障がい者対策の充実を図ること。 

 

 

＜子ども政策部＞ 

 

1. 病児・病後児保育の拡充を図ること。 

2. 妊娠期から切れ目のない支援を行う鈴鹿版ネウボラとして、産後うつ等、子育てに

悩みや不安を抱える母親に対する産後ケア事業を行うなど、子育て支援の充実に努

めること。また、アプリなどの活用を積極的に進めること。 

3. 初めて出会う絵本「ブックスタート」の導入実施をすること。 

4. 児童養護施設の整備に当たっては、乳児養育および自立援助機能等を併せ持った施

設を目指すとともに、施設のユニット化など入所児童一人ひとりを家庭的な居住環

境で養育できるよう処遇の向上を図ること。 

5. 子どもの貧困対策として、庁内で情報を共有し対策を一元的に行う体制を整えるこ

と。子ども食堂設立・運営に対する支援を行うこと。 

6. 発達障がい児の早期発見に努め、子どもの発達に応じた途切れのない支援を進め、

特別支援教育の充実に取り組むこと。 

7. 放課後児童クラブの拡充等を進め待機児童の解消を図り、安心の子どもの居場所づ



くりを図ること。 

  

＜産業振興部＞ 

 

1. 観光資源の発掘に努めるとともに、アプリ等IT 機器を活用した観光情報の提供の

充実を図ること。 

2. 外国人観光客の誘致を推進するため、８耐やＦ1など鈴鹿の魅力を活かした観光プ

ロモーションを推進すること。 

3. 観光客などが情報取得できるよう、公共施設や駅等でのＷｉＦｉ環境整備を進める

こと。 

4. 有害鳥獣被害防止のため、地域の有害鳥獣被害防止対策協議会による官民一体とな

った体制づくりを行うとともに、補助事業の充実を図ること。 

5. 雇用確保、地域経済活性化のため、企業誘致を更に積極的に進めること。 

6. 鈴鹿パーキングエリアを活用した地場産品、地域資源のアピールに努めること。 

７. 漁港の安全確保のため、防風、防波対策を進めること。 

 

 

＜文化スポーツ部＞ 

 

1. 鈴鹿市文化会館のつり天井等非構造部材など、公共施設の防災対策を早期に完了さ   

せること。 

2. 老朽化した公民館の改修、バリアフリー化、男女別トイレ・みんなのトイレの整備

を早期に進めること。 

3. 文化・体育施設の保守管理費確保のため、施設命名権を活用するなど更なる財源確

保に努めること。 

4. 伊勢型紙、鈴鹿墨など伝統産業の継承・発展に努めること。 

5. 高校総体・国体に向け、体制・施設の整備を進めるとともに、市民の健康維持のた

め、スポーツ振興を図ること。 

6. 文化施設の指定管理移行を進め、市民サービスの向上に努めること。 

 

 

＜環境部＞ 

 

1. 鈴鹿市環境マネジメントシステム（ＥＭＳ）において、具体的な数値目標を定め、

実行計画を策定して目標達成に向け全庁的に取り組むこと。 

2. 省エネ、省資源型のライフスタイルの確立や燃料電池など、最新環境技術の導入促

進を図るとともに、公共施設の芝生化・緑のカーテン等の推進を図ることにより、地球



温暖化防止・低炭素社会の実現に向けた取り組みを積極的に推進すること。 

3. 低炭素社会の実現に向け、一般住宅および事業所向けへの再生可能エネルギーなど、

設置補助制度の更なる拡充を図り、地域に配慮しつつ自然エネルギーの普及を促進する

こと。 

4. 環境にやさしいコミュニティーづくりの推進を図るため、地域で主体的に環境保全

活動を行う人材の育成に努めること。 

5. 公用車への低公害・低燃費車の導入を積極的に図るとともに、酸素ステーションを

含め民間への普及促進を進めること。 

6. 環境審議会の充実を図り、地域に密着して市民の健康保持と生活環境の改善を進め

ること。 

7. 循環型社会の構築のため４R を推進し、ごみの減量化を図り、ストックヤードの延

命化を図ること。 

8. 古紙持ち去り防止条例の実効性を確保するため、条例の内容を市民や実施団体へ広

報周知するとともに、回収業者等と連携したパトロールの更なる強化に努めること。 

9. 家電リサイクル法の対象品目をはじめ、ごみの不法投棄について対策を強化するこ

と。 

10. 産業廃棄物については、事業者処理責任の原則の徹底を図り、産業廃棄物の適正処

理および、減量・リサイクルの監督・指導の強化に努めること。 

11. ペットの殺処分０を目指した対策を進めること。 

12. ペット火葬ができるように斎場の整備を進めること。 

13. 斎場で、通夜式も対応出来るよう整備を進めること。 

14. ゴミ出しが困難な高齢者や要援護者に対しての個別回収を検討すること。   

 

 

＜土木部＞ 

 

1. 治水対策について、国、県に対して改修促進の要望を行うとともに、広域河川、準用河

川、普通河川、一般排水路等の改修事業を推進するとともに、草木の伐採や堆積土砂の

撤去を行うなど、浸水被害の解消を図ること。 

2. 大雨やゲリラ豪雨時における被害の解消を図るため、排水路の整備、貯留施設や浸透施

設の設置など、浸水対策を一層強化すること。 

3. 急傾斜地域は、大雨等の災害による崩落時には、人命や人家に多大な被害を及ぼすおそ

れがあることから、当該箇所における急傾斜崩壊対策の早期施工を実施すること。 

4. 生活道路の整備補修を進めるとともに、歩車道分離の整備に努めること。 

5. 高齢者・障がい者にやさしい、ユニバーサルデザインに配慮した道路となるよう、広域

避難所など公共施設や福祉施設の案内標示や文字を図柄等で表示すること。 

6. 道路の不法占用物件の適正化や歩行者の安全空間の確保に引き続き努めるとともに、舗



装道路の補修や道路清掃等、道路の維持・管理の一層の充実を図ること。 

 

7. 街路灯、カーブミラー等の設置基準の緩和およびLEDなど、環境に配慮した省電力型の

街路灯のさらなる推進や、街路灯の維持・照度のアップに努めるとともに、交通事故防

止のため交通安全対策費の増額に努めること。 

8. 浸水被害の解消のため、雨水貯留浸透施設の建設などの雨水流出抑制策を進めるととも

に、雨水ポンプ所および管渠の増強に一層努めること。 

9. 浸透式雨水ます及び、雨水貯水タンク設置費補助を検討すること。 

 

 

＜都市整備部＞ 

 

1. 新名神高速道路（仮称）鈴鹿ＰＡスマートＩＣを有効活用し、周辺地域の活性化に努め

ること。 

2. 冠水水位や避難経路等がその場で分かるように電柱等に分かりやすく標記すること。 

3. 白子駅前にドライミストを設置すること。 

4. 市民の健康増進のため、公園に健康遊具の設置を進めること。 

5. 公園の空き地を活用した、ドッグランの整備を進めること。 

6. 交通不便地域対策として、デマンド交通、乗合タクシーなど支援策を、地域と協議を早

期に進め、導入を図ること。 

7. 空き家対策として、条例を制定し、管理不全の空き家の除去、空き家バンクの活用、リ

ノベーションによる定住促進を進めること。 

8. 市営住宅の在り方を見直し、跡地の売却、民間借り上げなど有効活用を図ること。 

9. 市営住宅の家賃滞納対策を適正に行い、収入の確保に努めること。 

 

 

＜上下水道局＞ 

 

1. 国の補正予算を活用して配水管の耐震化を着実に進め、地震等災害時の飲料水を確保する

こと。また重要給水施設へ至るルートの耐震化については、早急に実施すること。 

2. 軌道下、緊急輸送道路下、河川下などの管路の耐震化を早急に進めること。 

3. 配水管の老朽化対策については予算を確保し、着実に改修を進めること。 

4. 下水本管の老朽化対策を計画的に行うこと。 

5. 下水道事業について、浄化槽の活用など計画の見直しを含め再検討すること。 



6. 業務の効率化、収入の確保に努め、市民負担が重くならないよう、経営改善に努めるこ

と。 

＜教育委員会＞ 

 

1. 学力向上に向けて目標を明確に定め、教育予算を確保し、ＩＣＴ化の推進など授業の改

善に努めること。 

2. 特別支援教育の充実に取り組むこと。重度・重複障がい児の教育環境の整備充実を図る

こと 

3. 猛暑・酷暑対策のため教室に冷房完備・ドライミストを進めること。 

4. 緑のカーテン化の更なる取り組みを進めること。   

5. 学校トイレ改修整備の継続実施と子どもの意見を反映する「子ども参加型」の整備に努

めること。 

6. 老朽化した学校体育館など施設整備を早急に行うこと。 

7. 小規模校の統廃合については子どもへの教育を最優先とし、様々な教育上の課題を踏

まえ、地域の実情にあった取り組みを進めること。 

8. 教室の窓ガラス飛散防止等、学校施設の防災対策を更に進めること。 

9. 自らの判断で自分の命を守る力を養う防災教育の充実を図ること。 

10. 近年増加している帰国児童、生徒及び日本語教育が必要な児童生徒の受け入れ対策を

充実するとともに、多文化共生社会に向けた教育環境の整備に努めること。 

11. 学校図書館資料の拡充・強化を図るとともに、学校における「朝の読書」や「読み聞

かせ」など、図書館司書の活用も視野に入れた読書活動の推進に努めること。 

12. 学校給食費の未納問題については、抜本的な解決に向けて徴収業務への民間企業の参

入や公会計等も視野に入れた大胆な方策を検討すること。 

13. 聴覚に障がいがあり通級教室を利用する児童・生徒に対しては教育の機会均等の観点

から、ＦＭ補聴システムなどの学習等を支援する機器は学校側の費用で整備し保護者

に負担をかけないこと。また普通教室で授業を受ける場合においても、難聴児の学習

環境の整備については最大限の支援を行い保護者の負担を軽減すること。 

14. 視覚障がい者を始めとする、読書が苦手な児童、生徒の学習意欲向上のためマルチメ

ディアディジー教科書の活用を図ること。 

15. いじめ防止と根絶の対策を進めること。 

16. 通学路の安全対策強化を推進すること。 

17. 自転車通行ルールなどの徹底、危険予知トレーニングを活用した学校教育、生徒指導

をきめ細かく行い、交通ルールを守ることの大切さを子どもたちに伝えること。 

18. 不登校対策として、スクールカウンセラーの拡充とスクールソーシャルワーカーの拡

充をすること。 

19. 放課後児童クラブに空き教室を提供するなど、安心の子どもの居場所づくりを図るこ

と。 

20. がん教育の取り組みを進めること。 

21. 動物愛護教育など、命の大切さについての授業を充実させること。 



22. 土曜事業の充実に努めること。 

23. プログラミング教育の必修化を見据えて、環境の整備、人材の確保を図ること。 

＜消防本部＞ 

 

1. 大規模災害や特殊災害に備え、消防車両、消防装備など消防力の充実強化を図ること。 

消防職員の定数確保、適正配置を図ること。 

2. 消防団員の待遇を改善することにより、若者にも魅力ある消防団を目指すとともに、消

防団員の資質向上を図るため講習会等の内容充実に努め、消防団活動の充実強化を進め

ること。 

3. 消防救助体制の強化および装備の充実を図ること。 

4. 救急隊の増隊をはじめとして、救急業務の高度化に対応する救急救命士の継続的養成に

努め、救命率の向上を図ること。 

5. 住宅防火対策の一環として、義務化されている住宅用火災警報器装置の普及啓発を一層

推進すること。 

6. 救急車の適正利用について市民に対して更なる普及啓発に努めること。 

7. 危険物施設の指導強化については、災害が発生した場合に被害の拡大が予想される危険

物施設、特に、最近設置が増加しているセルフスタンドに対する指導を強化すること。 

8. 災害時に、エレベーターにとり残された人を市民の協力も得て救助できるようにするた

め、ビルや共同住宅における閉じ込め時の対応方法を各種訓練等の際に周知するととも

に、救助方法の強化に努めること。 

9. 女性や高齢者などでも簡単に消火活動ができるよう、スタンドパイプ消火資機材などの

導入を図ること。 

10. 救急情報ネックレスの更なる普及に努めること。 

11. 聴覚・言語障がい者用の緊急通報システムの導入を図ること。 

 

 

＜選挙管理委員会＞ 

 

1. 投票率向上のための啓発に努めるとともに、民間大型商業施設を活用した期日前投票を

継続すること。また、期日前投票所の拡充に努めること。 

2. １８歳以上への投票権付与に伴い、大学構内、専門学校施設内での期日前投票の実施を

検討すること。 

3. 投票率向上に向けた啓発事業を積極的に行うこと。 

4. 共通投票所の設置に努めること。 

 

 

以上 



 


